



1941 (昭和 16)年3月7白 愛知県知多郡鬼崎村に生まれる。
195ヲ(昭和 34)年 3月 東海高等学校卒業
4月 名古屋大学法学部入学
問63(昭和 38)年 3月 名吉屋大学法学部卒業
4丹 名古屋大学法学部助手
1968 (昭和 43)年 5月 滋賀大学経済学部講師
時il(昭和 46)年8月 滋賀大学経済学部助教授
1972 (昭和 47)年 5月 名古屋大学法学部助教授
1976 (昭和 51)年4丹 名古屋大学法学部教授
1999 (平成 11)年4月 名台屋大学大学説法学研究科教授
2004 (平成 16)年 3月 名古屋大学定年退官，名誉教授
4月 南山大学法学部教授
2009 (平成 21)年 3丹 南山大学定年退職
*非常勤職歴
名城大学非常勤講師(1976 年 10 汚 ~1977 年 3 月， 1984 年 4 月 ~9 月， 1ヲ85~ 4月~
1988王手3月)
名古麗市諮費生活審議会委員(1976 年 12 月 ~1988 年 12m
愛知県公害審査会委員 (1978 年 11 月 ~1988 年 10 尽)
愛知県消費者被害救済委員会委員 (1980 年 3 月 ~1988 年 3 月)
民事諦停委員(名会屋地方裁判所及び学問簡易裁判所所潟)(1980年 5FI~1982 年 3 月)
365 
愛知県公害対策審議会(愛知県環境審議会)委員(1983 年 2 月 ~2001 年 3 月)
学術審議会(科学研究費分科会)専門委員(1989f手 2 月 ~1991 年 l 月)
愛知県消費者保護審議会委員 (1990 年 4 月 ~1998 年 3 月)
日本私法学会理事 (1990 年 10 月 ~1992 年 10 月)
財盟法人交通事故紛争処理センター名吉箆支部審査員 (1991 年 3 月 ~1992 年 2
汚， 1996年4月~現在)
愛知県自然環境保全審議会委員(1992 年 4 月 ~2000 年 8 FJ)
愛知県d罷報公開審査会(愛知県公文書公開審査会)委員(1996 年 12 丹 ~2002
年 9月)
知多北部広域連合個人情報保護審議会委員 (1999 年 10 月 ~20例年ヲ月)
愛知県収用委員会委員 (1999 年 6 月 ~2005 年 5 月)
愛知県議会が管理する行政文書の開示に関する規程第 13条に基づく学識経
験者 (2001 年 4 月 ~2002 年 9 月)




















「社員の自家用車と会社の運行供用者賞任j 企業法研究 第 155
f都市の発展と日照通風の妨害j 法律のひろば第 21巻第 10
f民法 18ヲ条以下における f2玉有者Jr回復者iの意義(1)'"'-'(3)J 





f騒音規制法ーその騒音規制上の問題点j ジュリスト 第458号 日70年
「公害差止請求の法的構成についてj 彦根論議第 143号 1970年
「好意持乗者の他人性と運行供用者性J 彦根論議 第 149号 1971年
f公害防止協定の法的効力J 生活と公害 第l巻第 1号 1971年









「過失相殺の本繋をめぐる開題j 法学教室〈第 2期〉 第6号 1974 
f動産の即時取得j奥田昌道ほか編 5民法学 2<物権の重要問題)J(有斐関)
所i反 日75年
ども関士の事故と学校の賠償寅託j 季刊教育法 第 20号 1976年
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f生徒の学校事故に備えるために一法的資任の範翻について」













ジ、ュリスト 第 691号 1979年
「公害差止訴訟の曲り角一一名古麗新幹線公害判決の問題点j






















社)所収(初出，判例タイムズ第 664号， 1988年) 1999年
f臼本坂トンネノレ事故損害賠償請求事件j野村好弘・小平)1光部編集 f道路
訴訟の法と争訟J(ぎょうせい)所収(初出『道路管理に関する検討報





































行{共F活者責{庄が認められた事例」 民高法雑誌第 71巻第4号 1975年
「弁護士費用の賠積義務が遅滞となる時期」






























『交通事故判{列体系 2 免責・過失相殺 (1)J(共著)宮原守男・野村好弘・
伊藤高義・加藤了(学陽書房) 1973 













『判例民法講座 1 総別篇~ (共同執筆)山田卓生・野村好弘・伊藤高義・淡
路間久・宮原守男(弘文堂) 1973年
f特例民法講塵3 担保物権篇~ (共同執筆)山田卓生・野村好弘・伊藤高
義・淡路翻久・宮原守男(弘文堂) 1973年
3i2 
